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市市
民民
税税
・・
都都
民民
税税
がが

大大
きき
くく
変変
わわ
りり
まま
すす

と
に
進
め
ら
れ
て
き
た
三
位
一
体

の
改
革
に
よ
り
補
助
金
の
一
部
が

廃
止
さ
れ
、
代
わ
り
に
所
得
税
の

税
額
の
一
部
を
直
接
市
民
税
・
都

民
税
に
移
し
変
え
る
こ
と
と
な
り

ま
し
た
。
こ
の
こ
と
に
よ
り
、
地

方
団
体
が
国
に
頼
る
こ
と
な
く
自

主
的
に
財
源
の
確
保
を
行
い
、
住

民
に
と
っ
て
真
に
必
要
な
行
政
サ

ー
ビ
ス
を
自
ら
の
責
任
で
よ
り
効

率
的
に
行
え
る
よ
う
に
な
り
ま

す
。

　

平
成　

年
度
ま
で
は
経
過
措
置

１８

と
し
て
、
市
民
税
・
都
民
税
は
そ

の
ま
ま
で
、
所
得
税
の
一
部
が
所

得
譲
与
税
と
し
て
市
の
歳
入
と
な

っ
て
い
ま
し
た
が
、
平
成　

年
度

１９

か
ら
は
税
源
移
譲
が
本
格
的
に
実

施
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

■
市
民
税
・
都
民
税
と
所
得
税
の

税
率
が
変
わ
り
ま
す
。 ��
�
�
 

　

市
民
税
・
都
民
税
の
所
得
割
の

税
率
が
今
ま
で
の
５�
、　
�
、

１０

　
�
の
３
段
階
か
ら
一
律
の　
�

１３

１０

に
変
わ
り
ま
す
。
た
だ
し
、
そ
れ

に
対
応
し
て
所
得
税
の
税
率
も
変

わ
り
ま
す
。
そ
の
結
果
、
市
民
税

・
都
民
税
の
税
額
が
増
え
て
も
個

々
の
納
税
者
の
所
得
税
と
市
民
税

・
都
民
税
を
合
計
し
た
税
負
担
が

基
本
的
に
変
わ
ら
な
い
よ
う
な
配

慮
が
さ
れ
て
い
ま
す
。（
別
表
３
）

※
税
率
は
（
別
表
２
）
を
、
税
源

移
譲
の
前
後
で
税
負
担
が
ど
う
変

わ
る
か
に
つ
い
て
は
下
表
（
別
表

４
）
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

■
市
民
税
・
都
民
税
に
調
整
控
除

が
新
設
さ
れ
ま
す
。 ��
�
�
�
 

　

市
民
税
・
都
民
税
で
は
所
得
税

と
比
べ
て
、
配
偶
者
控
除
や
扶
養

す
。（
別
表
１
）

　

今
ま
で
は
、
国
に
納
め
ら
れ
た

税
額
の
一
部
が
国
庫
補
助
金
と
し

て
地
方
に
配
分
さ
れ
て
い
ま
し

た
。
し
か
し
、「
地
方
で
で
き
る
こ

と
は
地
方
に
」
と
い
う
方
針
の
も

■
市
民
税
・
都
民
税
（
住
民
税
）

へ
所
得
税
か
ら
税
源
の
移
譲
が
行

わ
れ
ま
す
。 ��
�
�
�
�
�
�
 

　

よ
り
身
近
な
行
政
サ
ー
ビ
ス
を

効
率
よ
く
行
え
る
よ
う
、
国
か
ら

地
方
へ
税
源
の
移
譲
が
行
わ
れ
ま

 税率および税源の移譲前後での税額変動のモデルケース

■例１・２の�で２人の子のうち、１人は特定扶養親族に該当するものとします。
■例１～４には全て一定の社会保険料の支払いがあったものとして計算しており、市民税・都民税均等割額は含まれていません。
■上記は、税源移譲による負担変動を示すものです。このほか平成１９年分所得税、平成１９年度市民税・都民税から定率減税が廃止される等の影響　
があることにご留意ください。

「
西
東
京
市
子
育
ち
・
子
育
て
ワ
イ
ワ

イ
プ
ラ
ン
（
子
育
て
支
援
計
画
）」
は
平

成　

年
に
策
定
し
、
今
年
で
３
年
を
経

１６
過
す
る
こ
と
か
ら
計
画
の
見
直
し
を
行

い
ま
す
。
こ
の
計
画
案
に
対
す
る
パ
ブ

リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
（
市
民
意
見
提
出
手

続
き
）
を
実
施
し
ま
す
。
市
が
今
後
取

り
組
む
子
育
て
支
援
に
つ
い
て
、
ご
意

見
を
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
こ
の
計
画
案
の
全
文
は
、
両

庁
舎
１
階
の
情
報
公
開
コ
ー
ナ
ー
、
市

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
ご
覧
に
な
れ
ま
す
。

▽
対
象　

市
内
在
住
・
在
勤
・
在
学
の

方
、
市
内
に
事
業
所
を
有
す
る
法
人
そ

の
他
団
体

▽
意
見
の
提
出
方
法
・
提
出
先

次
の
い
ず
れ
か
の
方
法
で
、
住
所
・
氏

名
・
対
象
案
件
名
（
子
育
て
支
援
計
画
）

を
必
ず
明
記
し
て
、
提
出
し
て
く
だ
さ

い
。

①
直
接
ま
た
は
郵
送
（
〒　

－

　

西
東

１８８

８６６６

京
市
役
所
田
無
庁
舎
子
育
て
支
援
課
）

②
フ
ァ
ク
ス
（�
４
６
６
・
９
６
６
６
）

③
電
子
メ
ー
ル
（
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か

ら
）

※
住
所
・
氏
名
に
つ
い
て
は
公
表
し
ま

せ
ん
が
、
匿
名
意
見
は
受
け
付
け
ま
せ

ん
の
で
、
必
ず
ご
記
入
く
だ
さ
い
。

▽
募
集
期
間　

１
月　

日
（
金
）
〜
２

１９

月
５
日
（
月
）

▽
検
討
結
果
の
公
表　

３
月
（
予
定
）

▽
見
直
し
（
中
期
）
計
画
に
お
け
る
重

点
的
な
取
り
組
み
（
要
点
）

１　

子
ど
も
の
権
利
条
例
の
重
要
性
の

認
識
と
条
例
策
定

２　

子
育
て
事
業
・
子
ど
も
事
業
に
関

す
る
市
民
参
加
・
子
ど
も
参
加
の
充
実

３　

児
童
館
・
小
学
校
・
中
学
校
の
連

携
に
よ
る
地
域
に
お
け
る
子
ど
も
の
居

場
所
の
充
実

４　

若
者
（
青
年
）
支
援
の
充
実

（
３
面
下
に
続
く
）

】 後 譲 移 源 税 【 】 前 譲 移 源 税 【 

%04
%73

%33
%03

%32
%02%02

13% 一 律 10％ 10%
%01

%8 ） 税 民 市 （ ％ 6
%3

%01
%8 %01%01

5% ） 税 民 市 （ ％ 6
%3 %5） 税 民 都 （ ％ 4%3%2

市 民 税 ・ 都 民 税 所 得 税 （ ４ 段 階 ） 市 民 税 ・ 都 民 税 所 得 税 （ ６ 　　　　　　　階 ） 

控
除
、
基
礎
控
除
な
ど
人
的
控
除

と
言
わ
れ
る
も
の
の
控
除
額
に
違

い
が
あ
り
、
所
得
税
よ
り
も
控
除

額
が
少
な
く
な
っ
て
い
ま
す
。

　

市
民
税
・
都
民
税
の
税
率
が
５

�
か
ら　
�
に
変
わ
る
方
は
差
額

１０

部
分
が
そ
の
ま
ま
増
税
と
な
っ
て

し
ま
う
の
で
、
そ
の
部
分
に
対
応

す
る
調
整
控
除
を
設
け
て
負
担
増

と
な
ら
な
い
よ
う
に
減
額
し
ま

す
。

※
詳
し
く
は
市
民
税
課
（
�田
 
�
内

線　

）
１３２１

■
平
成　

年
度
の
税
制
改
正
の
影

１９

響 �
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
 

　

今
回
の
税
制
改
正
に
よ
る
税
率

の
変
更
は
、
市
民
税
・
都
民
税
に

つ
い
て
は
平
成　

年
度
か
ら
、
所

１９

得
税
は　

年
分
か
ら
に
な
り
ま

１９

す
。
実
際
に
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
納

付
方
法
に
よ
り
税
制
改
正
の
影
響

が
出
る
時
期
に
違
い
が
あ
り
ま

す
。

�
給
与
所
得
者
等　

サ
ラ
リ
ー
マ

ン
の
よ
う
に
、
毎
月
の
給
料
か
ら

所
得
税
を
天
引
き
さ
れ
て
い
る
方

の
所
得
税
が
平
成　

年
１
月
分
か

１９

ら
、
市
民
税
・
都
民
税
は
平
成　
１９

年
６
月
分
か
ら
の
変
更
と
な
る
た

め
、
多
く
の
場
合
、
税
負
担
の
減

少
が
先
に
表
れ
ま
す
。

�
年
金
を
受
給
さ
れ
て
い
る
方　

年
金
か
ら
所
得
税
が
源
泉
徴
収
さ

れ
て
い
る
方
は
平
成　

年
２
月
に

１９

支
払
わ
れ
る
年
金
か
ら
、市
民
税
・

都
民
税
は
給
与
所
得
者
等
と
同
じ

で
平
成　

年
６
月
か
ら
の
変
更
と

１９

な
る
た
め
、
多
く
の
場
合
、
税
負

担
の
減
少
が
先
に
表
れ
ま
す
。

�
事
業
を
さ
れ
て
い
る
方
等　

　

市
・
都
民
税
が
平
成　

年
６
月

１９

か
ら
、
所
得
税
は
平
成　

年
の
３

２０

月
の
確
定
申
告
に
よ
り
税
率
の
変

更
が
適
用
さ
れ
る
た
め
、
多
く
の

場
合
、
税
負
担
の
増
加
が
先
に
表

れ
ま
す
。

■
そ
の
他
の
税
制
改
正 �
�
�
�
 

　

市
民
税
・
都
民
税
の
定
率
減
税

が
平
成　

年
度
か
ら
廃
止
と
な
り

１９

ま
す
。

　

な
お
、
所
得
税
に
つ
い
て
は
、

　

年
分
か
ら
縮
小
さ
れ
、（
所
得
税

１８額
の　
�
で　

万
５
千
円
を
限

１０

１２

度
）　

年
分
の
所
得
税
よ
り
廃
止

１９

と
な
り
ま
す
。

■　

歳
以
上
の
方
の
非
課
税
措
置

６５
廃
止
に
伴
う
経
過
措
置 �
�
�
�
 

　

平
成　

年
１
月
１
日
現
在　

歳

１７

６５

以
上
で
、
前
年
の
合
計
所
得
金
額

が　

万
円
以
下
の
方
に
対
す
る
経

１２５
過
措
置
が
平
成　

年
度
も
引
き
続

１９

き
行
わ
れ
ま
す
。
平
成　

年
度
は

１９

市
民
税
・
都
民
税
の
年
税
額
の
３

分
の
１
相
当
を
減
額
し
て
の
課
税

と
な
り
ま
す
（
均
等
割
は
市
民
税

２
千
円
、
都
民
税　

円
）。

６００

所得税 
所得税 

市民税 
都民税 

市民税 
都民税 市民税 

都民税 

市民税 
都民税 

移譲前 移譲後 

税税
源源
のの
移移
譲譲
にに
伴伴
うう

��
��
��
��
��

税税
制制
改改
正正

移譲前 

移譲後 

住民 地方 

住民 地方 

行政サービス 

行政サービス 

住民税 

住民税＋３兆円 

所得税 国庫補助金 

国庫補助金 所得税 
△３兆円 

国 

国 

【給与の収入の方の場合】　　　　　　　　　　

税源移譲後（単位：円）税源移譲前（単位：円）　【例1】
　給与の年収が３００万円
　の場合 合計市・都民税所得税合計市・都民税所得税

9,0009,000０9,0009,000０　①控除対象配偶者あり
　扶養（子２人）あり

188,500126,50062,000188,50064,500124,000　②単身者

税源移譲後（単位：円）税源移譲前（単位：円）　【例2】                　
   給与の年収が５００万円
　の場合 合計市・都民税所得税合計市・都民税所得税

195,000135,50059,500195,00076,000119,000　①控除対象配偶者あり
　扶養（子２人）あり

421,000260,500160,500421,000163,000258,000　②単身者

【年金収入の方の場合】

税源移譲後（単位：円）税源移譲前（単位：円）　【例3】
　年金収入が２５０万円
で６５歳以上の方の場合 合計市・都民税所得税合計市・都民税所得税

67,20046,50020,70067,20025,70041,500　①控除対象配偶者
       あり

124,40083,80040,600124,40043,10081,300　②単身者

税源移譲後（単位：円）税源移譲前（単位：円）　【例4】
　年金収入が３００万円
で６５歳以上の方の場合 合計市・都民税所得税合計市・都民税所得税

137,00093,00044,000137,00049,00088,000　①控除対象配偶者
       あり

194,200130,30063,900194,20066,400127,800　②単身者

【別表2】

◆
市
民
税
課（

◆
市
民
税
課（
��田田
 
��
内
線
内
線　

））
１３２１１３２１

【別表１】

【別表４】

【別表３】
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